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第１章 はじめに～調査研究の背景とねらい～ 

 

 我が国にとって、少子高齢化を背景にした労働力人口の減少は深刻であり、それへの対応

策として、65歳以降も働ける人事管理を整備することが緊急の課題になっている。そこで本

調査研究は「社員を70歳まで雇用する」（以下、「70歳雇用」という）ための人事管理のあ

り方を検討した上で、個々の企業が70歳雇用のための人事管理を自ら整備することを支援す

る自己診断ツールを開発することを目的としている。 

 まず先進企業の事例から70歳雇用を促進すると考えられる要因（以下、「雇用可能要因」

という）を抽出し、その妥当性を検証するために、70歳雇用を実現している、あるいは実現

の可能性の高い企業（以下、「70歳雇用企業」という）を対象にアンケート調査を実施した。

さらに同調査の結果等を踏まえて、企業が「70歳雇用のための人事管理」の整備状況を自己

診断するためのチェックリストを開発した。 

 本報告書の第Ⅱ部ではアンケート調査の内容と結果が詳細に報告され、第Ⅲ部では、アン

ケート調査のデータを活用して、「70歳雇用のための人事管理」を整備する上での課題と方

向が体系的に分析されている。さらに第Ⅳ部では、以上の成果を踏まえて、自己診断のため

のチェックリストの活用方法がまとめられている。総論では、主に第Ⅱ部（総論の第2章で扱

う）と第Ⅲ部（同第3章）の主要な分析結果を整理した上で、「70歳雇用のための人事管理」

を実現する上で企業がとるべき政策の方向を第4章で提言している。 

 

 




